
 

 

小牧市監査公表第３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定による定

期監査の結果に基づき講じた措置について、小牧市長から通知があったので、

同条第１４項の規定によりその内容を別紙のとおり公表する。 

 

  令和４年２月２８日 

 

 

小牧市監査委員 伊 藤 二 三      

 

 

              小牧市監査委員 加 藤 晶 子      

  



 

 

定期監査の結果に関する措置状況（建設部）  

 

道路課 

〔監査結果〕 

(1) 庶務事務について 

 ア 私用車の公務利用に関する取扱要綱に規定する手続に関して不適切

な取扱いがあった。 

イ 旅行命令簿において、支給すべき旅費について適切に処理されていな

いものがあった。 

〔措置状況〕 

   改めて手続及び旅費の確認を行い、内容を訂正し適切な処理としまし

た。 

 

〔監査委員意見〕  

・ 市の管理するインフラ施設の不具合に関する情報提供を受け付けてい

る市民レポートシステム「まちレポこまき」に寄せられた情報のうち、令

和２年度は９２件中７０件、令和３年度は４５件中３７件（令和３年１１

月２日現在）が道路に関するものであり、道路課においては、直ちに受付・

現場対応を行うとともに措置状況について、ホームページやライン配信で

公表されていた。 

市民が主体的にまちづくりに参加していることを実感できる取組とし

て今後も迅速に対応されたい。 

・ 道路占用料については、適宜見直しを行う必要があり、令和２年４月に

愛知県と同額の改定がなされた。この改定では占用者の急激な負担となら

ぬように段階的に占用料を増額する経過措置を設けられ、その適用につい

ては適正に行われていたが、占用者からの届出に対して必要な事務処理が

なされていなかった事例が見受けられた。これを機に顕在化した問題の解

決を図るため、業務のプロセスを分析して潜在的な問題を把握したうえで

フローを見直すなど対策を講じ、再発防止に努められたい。 

〔対応〕 

・ 今後も迅速に対応できるよう努めてまいります。  

・ 届出の管理及びチェック体制が脆弱であったため、業務プロセスを再確



 

 

認し、管理シートを作成するなど管理体制の強化に努めてまいります。  

 

 

河川課  

〔監査結果〕 

(1) 庶務事務について 

  公用車使用簿に記載された用務先に対して、旅行命令がされていない

ものがあった。 

〔措置状況〕 

   記入漏れでありましたので、必要事項を記入し決裁を仰ぎました。 

 

〔監査結果〕  

(2) 契約事務について 

   年度をまたぐ業務委託において、異動に伴う監督職員の任命がされて

いないものがあった。 

〔措置状況〕 

  手続き漏れであったため、監督職員を変更しました。 

 

〔監査委員意見〕  

・ 雨水貯留施設については、平成１９年に策定された新川流域水害対策計 

画に基づき、令和１９年までの本市の目標対策量１９,４５４㎥の確保に

向けて、これまで公園施設など公共施設の整備に合わせて計画的に設置を

進められており、令和３年現在、２３か所１２,７６１㎥が設置されてい

る。今後も関係部署と調整を行い、目標達成に向けて効率的に整備を進め

られたい。 

・ 流水占用料等の納付期限のうち、“許可をした日の属する年度の翌年度

以降にわたるときは、翌年度以降の流水占用料等は、毎年度の初めに当該

年度分を納入しなければならない”旨、「小牧市準用河川の流水占用料等

に関する条例」に規定されているが、明確な期限までは示されていない。 

類似する条例として、「小牧市道路占用料条例」や「小牧市公共用物の

管理に関する条例」においては徴収期限が明記されていることから、部内

または庁内で調整し、申請者にとって分かり易い取扱いとなるよう検討さ



 

 

れたい。 

〔対応〕 

・ 目標に向けて計画的に整備する予定です。 

・ 他の条例を参考に徴収期限の設定を検討します。 

 

 

建築課 

〔監査委員意見〕   

・ 大規模地震発生時における人的被害・建物被害を未然に防ぐため、耐震

改修促進計画を策定されており、東日本大震災（平成２３年３月）発生後

や熊本地震（平成２８年４月）発生後など必要に応じて見直しが行われて

いる。現在、令和２年度に策定されたこの計画において、住宅の耐震化目

標を令和７年度までに９５％、令和１２年度までに概ね解消するとされて

おり、住宅・建築物の耐震化の促進に向けて取り組まれている。 

しかし、重要視すべきは、令和２年度において約７,３００戸存在する

と推計された耐震性が不十分と判断される住宅へのアプローチである。こ

れら住宅の中には空き家となっているものもあることから、国の空き家の

譲渡所得の特別控除が受けられる「空き家の発生を抑制するための特例措

置」への対応について、都市計画課と連携を図るなど、現状の把握と分析

を行い、効果的に各施策の普及・啓発が行われるよう努められたい。 

〔対応〕 

・ 建築課としては、引き続き無料耐震診断、耐震改修、除却、耐震シェル

ター・防災ベッド設置の補助制度を継続していき、本制度を広く周知する

ために、市広報誌への掲載、戸別訪問、地区防災訓練での説明、耐震化を

イメージしやすい内容での Youtube 動画を利用、などで啓発活動を行って

いきます。 

また、耐震性が不十分な住宅の中には空き家も含まれているため、都市

計画課と連携を図っていきます。 

 

 

 

 



 

 

用地課 

〔監査委員意見〕  

・ 用地課及び土地開発公社においては、庁内各部署からの用地買収依頼事

案に基づき、年度ごとの目標を立て、計画的に用地取得を進められている。 

特に、小牧本庄土地区画整理事業については、令和２年度から令和４年

度までの債務負担行為を設定し、面積１万㎡、設定額７億円規模の事業区

域内用地の先行取得を土地開発公社において推進されており、今年度で全

ての取得目標を達成するよう進捗管理を行い、積極的に事業を実施されて

いる。また、当該取得に係る用地を区画整理課で計画的に買い戻すよう対

応されている。 

今後、用地取得が難航する場合も想定されるが、買収予定箇所の進捗状

況の適切な把握に努め、計画的に用地取得業務を進められたい。 

・ 補償交渉においては、家屋などの物件調査業務委託の成果物に対する改

造・曳家工法その他の移転工法の判断を適用するのではなく、内容を精査

され、工法認定を行うなど、慎重に用地交渉に係る準備事務を進められて

いる。 

建物移転工法は用地補償額の算定における基礎をなすものであり、今後

も地権者からの信頼を損なうことのないよう、現地調査を複数人で行い、

決定に誤りがないことを十分に確認するなど、日頃から技術力の継承や総

合的能力を身につけた人材の育成に努められたい。 

〔対応〕 

・ 土地所有者との用地取得交渉は長期間にわたり、難航する場合もありま

すが、買収予定箇所の進捗状況の適切な把握に努めることにより、継続性

を持った計画的な用地取得業務を行ってまいります。 

・ 物件移転補償において、移転工法は、補償額算定の基礎をなすものです

ので、今後も地権者からの信頼を損なうことのないよう、委託業者からの

報告書だけに頼ることなく、担当班が現地を十分に把握するとともに、係

員全員で工法検討を行う機会を設け、決定に誤りがないことを十分に確認

してまいります。あわせて、このような工法検討の機会や外部の研修を活

用すること等により、日ごろから、技術力の継承、研鑽に努めてまいりま

す。 

 



 

 

建設部 

〔監査委員意見〕  

・ 国は地域建設業の方向性について、地域インフラの整備、維持管理等を

支えるとともに、災害時には最前線で安全・安心の確保を担う“地域の守

り手”としての建設業の役割に期待をしている。本市でも、指名競争入札

において市内企業の育成に配慮した入札参加者の指名選定や、市内本店企

業で施工が可能と判断される規模の工事の発注機会拡大に力を入れてい

る。 

しかしながら、現場作業員の高齢化が進む中、限りある市内企業の人材

の有効活用と若者の入職促進による将来の担い手の確保が急務である。市

は技能労働者、技術者に対する講習・研修への参加を促すとともに職員に

おいても建設工事を実施するなかで個々の技術向上を図ることで行政と

市内企業が連携し相互に質を高める仕組みづくりを期待する。 

また、工事の完全週休２日制普及や労働安全衛生法等の関係法令の遵守、

安全確保のための十分な工期の設定、建設業退職共済制度の証紙購入指導

など市内企業の現場作業員が働きやすい環境整備の支援に努められたい。 

〔対応〕 

・ 地域インフラ整備や今後起こりうる災害対応に的確に対応するために

も最前線で活躍する現場作業員の働きやすい環境づくりは不可欠である

と考えております。  

そのためには、工事立会や検査の機会を通じて情報共有を図りながら相

互に技術向上に努め、適正な工期設定を推進するとともに週休２日制工事

の対象を拡げることで建設業における週休２日制の導入を後押しするな

ど現場作業員にとって働きやすい環境を支援するように努めてまいりま

す。 

 


